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審査請求人
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処分庁 安来市長（税務課）

裁 決 書

審査請求人が令和５年６月２７日付けで提起した処分庁が申請期限経過を理由と

して軽自動車税の減免を受けられないとすることに係る審査請求について、次のと

おり裁決する。

主 文

本件審査請求を却下する。

事案の概要

１ 処分庁は、令和５年５月１日に令和５年度分の軽自動車税（種別割）納付書

（納期限は、同年５月３１日）を発送した。

２ 処分庁は、審査請求人に同年６月２０日に督促状を発送した。

３ 審査請求人は、同年６月２３日に処分庁に電話し、身体障害者等に係る軽自

動車税の減免を申請しようとしたが、処分庁職員より申請期限（当該減免の場

合は軽自動車税の納期限）を経過しているため、当該減免を申請できない旨の

説明を受けた。

４ 審査請求人は、当該減免に係る申請書は処分庁に提出していない。

５ 審査請求人は、軽自動車税の減免を受けられないことを不服とし、同年６月

２７日付けで市長に審査請求を行った。

審理関係人の主張の要旨

１ 審査請求人は、今まで自動車税の減免の対象となっており、東部県民センタ

ーより減免のはがきが届いた後、申請を行っていた。

２ ２０１１年１１月（２０２２年１１月の記載誤りと思われる。）に普通車か

ら軽自動車に変更している。

３ 障害者手帳の発行は市で行っているので把握していると思っていた。

４ 督促状が届いたため、６月２３日に処分庁に電話し、減免の申請をしようと



した際に、処分庁が申請期限を経過したことを理由に、軽自動車税の減免を受

けられないとした処分及び職員の対応について、あまりにも理不尽であると主

張している。

理 由

１ 本件審査請求の適法性

以下の理由により、本件手続きは審査請求の対象に当たらない。

（１）審査請求の対象について

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条では、「行政庁の処分

に不服がある者」は審査請求をすることができると規定していることから、

処分の存在は、審査請求の提起に必要な要件である。

（２）本件審査請求に係る処分の存否について

軽自動車税の減免については、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

４６３条の２３において、市町村長は、天災その他特別の事情がある場合に

おいて種別割の減免を必要とすると認める者、貧困により生活のため公私の

扶助を受ける者その他特別の事情がある者に限り、当該市町村の条例で定め

るところにより、種別割を減免することができると規定している。

そして、安来市では、安来市税条例（平成１６年安来市条例第６１号。以

下「市税条例」という。）第９０条及び安来市軽自動車税に関する減免及び

課税免除要綱（平成３１年安来市告示第４５号。以下「軽自動車税減免要

綱」という。）第３条において身体障害者等に係る軽自動車税の減免につい

て定めており、市税条例第９０条第２項において、減免を受けようとする者

は、納期限までに、市長に対して、必要な事項を記載した申請書に減免を必

要とする理由を証明する書類を添付して、提出しなければならないと規定し

ている。また、軽自動車税減免要綱第３条第２項では、市税条例第９０条第

２項に定める申請書の提出があった場合は、速やかに審査し、申請者に通知

するものとすると規定している。

行政不服審査法第２条に基づく審査請求の対象となるのは、行政庁の処分

であるところ、本件では、審査請求人が市税条例第９０条第２項の減免の申

請を行っていないため、処分庁も軽自動車税減免要綱第３条第２項の処分を

決定していないことから、審査請求人が主張する身体障害者等に係る軽自動

車税の減免を受けられないとする処分は存在しない。

２ 本件審査請求の補正可能性

審査請求人の主張を斟酌するに、本件手続き以外の点について審査請求の対

象とする意思があると解することはできないため、本件審査請求の対象を補正

することができないことは明らかである。

３ 結論

以上のとおり、本件審査請求は、審査請求の対象とならない行為について審



査を求めるものであって、不適法であって補正することができないことが明ら

かであるから、行政不服審査法第２４条第２項に基づき、同条第１項及び同法

第４５条第１項の規定により、主文のとおり裁決する。

審査庁（総務課）

安来市長 田 中 武 夫

教 示

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６

月以内に、安来市を被告として（訴訟において安来市を代表する者は安来市長と

なります。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。

なお、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が違

法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６月以内に、安来市を被告として（訴訟において安来市を代表する者は

安来市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。

２ 上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して１年を経

過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起することはでき

なくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁決があった

日の翌日から起算して１年を経過した後であっても裁決の取消しの訴えや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。


